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第２回南相馬市議会定例会市長提出議案の要旨 

 

平成３１年２月２８日提出 

 

Ⅰ 件数   ４５件  

【内訳】議案 ４４件 （条例関係１２件、予算関係２９件、その他３件） 
     報告  １件 

 

 

Ⅱ 議案の要旨  

≪条例関係≫  

議案第２号 
南相馬市職員の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条

例制定について 

【趣旨】 

学校教育法の改正に伴い、引用する条項に移動が生じたため、必要な改正を行う

もの。 

 

【主な内容】 

１ 改正概要 

専門職大学制度が創設され、大学を規定する学校教育法第１０４条の項に移動が

生じため、条例の引用箇所を改正するもの。 

改正後 改正前 

同法第１０４条第７項第２号 同法第１０４条第４項第２号 

 

２ 施行日 平成３１年４月１日 

 

  

 

 

 

 

 

専門職大学制度とは 
平成３１年４月から大学制度の中に、専門職業人の養成を目的とする新たな高

等教育機関として、「専門職大学」「専門職短期大学」「専門職学科」（以下、「専

門職大学等」という。）が創設されます。 
専門職大学等は、特定職種における業務遂行能力の育成に加え、特に、長期の

企業内実習や関連の職業分野に関する教育等を通じ、高度な「実践力」や豊かな

「創造力」を培う教育に重点を置く点で特色があります。また、教育課程の開発

等を産業界と連携して行う、より実践的な教育を行う仕組みとなっています。 
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議案第３号 南相馬市みらいへつなぐ復興基金条例制定について 

【趣旨】 

東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故からの復興に向けて、中長期的に復

興事業に取り組むための財源確保を目的として、「南相馬市東日本大震災復旧・復

興基金」の一部を原資として基金を造成するため、新たに条例を制定するもの。 
 

【主な内容】 

１ 制定概要 

「南相馬市東日本大震災復旧・復興基金」の一般財源積立分について、中長期（平

成３１年度から国の復興創生期間終了後概ね１０年を経過するまでの期間：１２年

間を想定）に取り組む復興事業の財源とするため、１２月補正後の見込み残高（79.5
億円）の概ね半分を原資として新たに基金を造成する。 

 
※現行基金と新設基金との住み分け 

 設置目的 活用期間 

復旧・復興基金 
早期の復旧及び復興を

推進する 

平成２４年度～平成３４（2022）年度 

※設立から概ね 10 年間 

みらいへつなぐ

復興基金 

復興に向けて中長期的

に取り組む 

平成３１年度～平成４２（2030）年度 

※復興創生期間の残期間 

＋復興創生期間終了後 10年間 

※基金造成額（４２．２億円）の原資 

南相馬市東日本大震災復旧・復興基金：４０億円 

市有地貸付収入（沿岸部太陽光・風力発電事業用地）：１．２億円 

沿岸部大規模太陽光発電事業に係る地域協力金：１億円 

 

２ 条例の概要 

定める項目 条・項 内   容 

設置 第１条 

東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故からの復興に向け

て、中長期的に復興事業に取り組むため、地方自治法第２４１条

第１項の規定に基づき、みらいへつなぐ復興基金を設置 

基金の額 第２条 基金の額は、予算で定める額の範囲内で市長が定める額 

処分 第６条 

基金は、次の各号のいずれかに掲げる場合に限り、これを処分す

ることができる。 
⑴ 教育・子育てに関する事業の財源に充てるとき。 
⑵ 地域医療・健康づくりに関する事業の財源に充てるとき。 
⑶ 産業振興に関する事業の財源に充てるとき。 
⑷ 東日本大震災後に整備した公共施設の維持管理補修の財源に

充てるとき。 
⑸ その他中長期的な復興のため必要と認める事業の財源に充て

るとき。 

 

３ 施行日 平成３１年４月１日 
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議案第４号 

南相馬市東日本大震災等による被災者に対する国民健康保険税及

び介護保険料の減免に関する条例の一部を改正する条例制定につ

いて 

【趣旨】 

東日本大震災等による被災者に対する平成３１年度の国民健康保険税及び介護保

険料の負担軽減を図るため、必要な改正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 国民健康保険税の減免（第３条関係）及び介護保険料の減免（第４条関係） 

 

 

減免適用年・月 

改正後 改正前 

① 避難指示等対象地域及び

上位所得層（※１）を除

く旧緊急時避難準備区域

等（※２）  

平成 31年 4月 

～平成 32年 3 月 

平成 30年 4月 

～平成 31年 3 月 

② 避難指示等対象地域以外

の被災区域 ※３ 

平成 31年 4月 

～平成 32年 3 月 

平成 30年 4月 

～平成 31年 3 月 

③ 上記①②以外の地域 減免なし 減免なし 

 ※１ 上位所得層  

【国保】 高額療養費算定基準所得額の世帯合算額が６００万円を超える世帯 

    【介護】 介護保険法施行令第３８条の規定に基づく被保険者個人の合計所得

金額６３３万円以上を基準 

※２ 旧緊急時避難準備区域等とは、旧緊急時避難準備区域と既に指定が解除され

た特定避難勧奨地点（南相馬市を含む。）、指定が解除された旧避難指示解除準

備区域等（H26 解除：田村市及び川内村の一部、H27 解除：楢葉町の一部、H28

解除：南相馬市、葛尾村、川内村、飯舘村、川俣町の一部）の区域、H29．4.1

解除：富岡町の一部（H29.4.1 解除分に関しては、民法の規定により平成 28

年度分の扱いとなる。））の区域 

 ※３ ①の上位所得層のうち、②の減免基準（家屋の全半壊等）の対象となる場合

は、②に移行して減免となる。 

  

 

 

 

 

 

 

区 分 
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≪参考：保険税（料）対象者及び減免額等≫ 

区 分 国民健康保険税 介護保険料 

避難指示等対象

地域及び上位所

得層を除く旧緊

急時避難準備区

域等 

対象人数   13,367 人 対象人数 17,087 人 

減免額 820,703,000 円 減免額 1,283,882,000 円 

 

減免額の

費用負担 

災害臨時特例補助金（4/10） 

328,281,000 円

 

減免額の

費用負担 

災害臨時特例補助金(6/10) 

770,329,000 円 

特別調整交付金(6/10) 

492,422,000 円

特別調整交付金(4/10) 

513,553,000 円 

避難指示等対象

地域以外の被災

区域の被保険者 

対象人数 747 人 対象人数 352 人 

減免額 22,470,000 円 減免額 25,074,000 円 

 

減免額の

費用負担 

特別調整交付金(9/10) 

20,223,000 円 

 

減免額の

費用負担 

特別調整交付金(8/10) 

20,059,000 円 

市負担(1/10) 

2,247,000 円 

市負担(2/10) 

 5,015,000 円 

 

２ 施行日 平成３１年４月１日 

 

 

議案第５号 南相馬市手数料条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

手数料を徴収する固定資産課税台帳閲覧の規定を明確化するため、必要な改正を

行うもの。 

【主な内容】 

１ 改正概要 

南相馬法務局証明サービスセンターの設置により、土地台帳の閲覧と同様のサ

ービスが提供されていることから、土地台帳の閲覧を廃止し、地方税法に基づい

た固定資産課税台帳の閲覧のみの表現に改めるもの。（別表第１関係） 

  

 改正後 改正前 

種類 
地方税法第382条の2第1項の規定

に基づく固定資産課税台帳の閲覧 
公簿、公図の閲覧及び証明手数料 

件数区分 1枚を1件とする。 1小字、1葉を1件とする。 

 

２ 施行日 平成３１年４月１日 
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議案第６号 
南相馬市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例

制定について 

【趣旨】 

印鑑登録証明書の交付に係る市民サービス向上と事務の効率化を図るため、必要

な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正概要 

印鑑登録証明書の交付は、印鑑登録証の提示を必須としているが、不所持による

再来庁、再交付申請や再登録が多いため、本人が来庁し、本人であることが確認で

きた場合に限り、印鑑登録証の提示が無くても印鑑登録証明書を交付できることと

するもの。（第８条、第１２条関係） 

 

２ 施行日 平成３１年４月１日 

 

 

議案第７号 
南相馬市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例

制定について 

【趣旨】 

災害弔慰金の支給等に関する法律及び同施行令の改正に伴い、必要な改正を行う

もの。 
 

【主な内容】 

１ 改正概要 

（１）災害援護資金の貸付利率の改正及び保証人要件の緩和（第１４条及び第１５

条第３項関係） 

現在３％の利率を東日本大震災に係る特例措置と同様に保証人ありの場

合は無利子、なしの場合は年１．５％とするもの。 

（２）災害援護資金の償還方法の拡充（第１５条第１項関係） 

これまでの半年賦償還に加え、月賦償還を追加 

 

２ 施行日 平成３１年４月１日 

 

３ 経過措置 

   月賦償還以外の規定は、施行日以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世

帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用 
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議案第８号 
南相馬市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負

担額等に関する条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

平成３０年度を終期とした市立幼稚園、市立保育園等の利用者負担額の無料化措

置を平成３４年度まで継続するため、必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正概要 

  市立幼稚園、市立保育園等の無料化措置の継続（附則第２項関係） 

平成３０年度を終期とした特定教育・保育施設等の利用者負担額の無料化措置

を、本市の復興総合計画後期基本計画期間である平成３４年度まで継続するもの。 

対象者は、市内に住所を有する者で、特定保育所、市立幼稚園及び市立保育園

を利用している園児の保護者 

     

２ 施行日 公布の日 

 

 

議案第９号 
南相馬市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例の一部を改正す

る条例制定について 

【趣旨】 

児童扶養手当法の支給制限の適用期間の改正に伴い、福島県ひとり親家庭医療費

助成事業補助金交付要綱が改正されたため、必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正概要 

  ・児童扶養手当法施行規則の一部改正に伴い改正された前々年の所得を参照する

登録申請期間「１月から７月１日まで」を「１月から１０月１日まで」に改正 

  ・引用法律名の改称に伴う改正 

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法

律」を 

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律」に改正 

 

２ 施行日 平成３１年４月１日 
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議案第１０号 南相馬市敬老祝金等条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

  敬老祝金の支給額を変更するため、必要な改正を行うものである。 

 
【主な内容】 

１ 改正概要 

平均寿命を勘案し、更に敬老会を再開するなど、総合的な高齢者福祉政策を展開

するために給付内容を見直し、７７歳の敬老祝い金を１万円から５千円に減額する。 

 

２ 施行日 平成３１年４月１日 

 

 

議案第１１号 南相馬市介護保険条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

第７期介護保険事業計画に基づく平成３１年度分の介護保険料の負担軽減を図

るため、必要な改正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 改正概要 

保険料負担額の軽減（附則第１０項関係） 

   平成３０年度に引き続き、平成３１年度における介護保険料について、減免等

の対象とならない者に対し、第７期保険料を第４期保険料と同額になるよう軽減

措置を設ける。 
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○保険料段階別の保険料金額及び基準額に対する割合（月額） 

段  階 （ 対 象 者 ） 

基準額に 

対する 

割合 

第７期 
保険料 

（参考） 
第６期 
保険料 

（参考） 
第４期 
保険料 

第１段階 

○ 生活保護を受けている人 

○ 世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金を受け

ている人 

○ 世帯全員が市民税非課税で、本人の合計所得金

額＋課税年金収入額が８０万円以下の人 

基準額 
×0.45 

2,693 円 2,831 円 1,550 円 

第２段階 
○ 世帯全員が市民税非課税で、前年の本人の合計

所得金額＋課税年金収入額が８０万円超１２０万

円以下の人 

基準額 
×0.75 

4,488 円 4,246 円 
第５期 

新 設 

第３段階 

○ 世帯全員が市民税非課税であって、前年の本人

の合計所得金額＋課税年金収入額が１２０万円超

の人 

基準額 
×0.75 

4,488 円 4,246 円 2,325 円 

第４段階 

○ 本人が市民税非課税の人であって、（世帯内に市

民税課税者がいる場合）前年の本人の合計所得

金額＋課税年金収入額が８０万円以下の人 

基準額 
×0.90 

5,386 円 5,095 円 2,573 円 

第５段階 
（基準） 

○ 本人が市民税非課税の人であって、（世帯内に市

民税課税者がいる場合）前年の本人の合計所得

金額＋課税年金収入額が８０万円超の人 

基準額 
×1.00 

5,985 円 5,662 円 3,100 円 

第６段階 

ア 本人が市民税課税で合計所得金額が１２０万円未

満の人 

イ 本人が要保護者であって、当該段階の額の適用に
より非保護者となるもの 

基準額 
×1.20 

7,182 円 6,794 円 3,348 円 

第７段階 

ア 本人が市民税課税で合計所得金額が１２０万円以

上２００万円未満の人 

イ 本人が要保護者であって、当該段階の額の適用に
より非保護者となるもの 

基準額 
×1.30 

7,780 円 7,360 円 3,875 円 

第８段階 

ア 本人が市民税課税で合計所得金額が２００万円以

上３００万円未満の人 

イ 本人が要保護者であって、当該段階の額の適用に
より非保護者となるもの 

基準額 
×1.50 

8,977 円 8,493 円 4,650 円 

第９段階 
○ 本人が市民税課税で合計所得金額が３００万円以

上の人 

基準額 
×1.70 

10,174円 8,264 円 5,425 円 

 

２ 施行日 平成３１年４月１日 
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議案第１２号 
南相馬市農林漁業後継者育成資金貸付基金の設置、管理及び処分

に関する条例を廃止する条例制定について 

【趣旨】 

  南相馬市農林漁業後継者育成資金貸付基金を廃止するため、条例を制定するもの。 

 
【主な内容】 

１ 廃止理由 

旧鹿島町において農林漁業者の後継者育成を目的に設置された農林漁業後継者

育成資金貸付基金については、平成１８年に南相馬市となって以降、貸付金の償還

管理のみを行ってきたが、平成３０年度をもって償還が全て完了したことに伴い、

当該基金に係る条例を廃止するもの。 

 

２ 施行日 平成３１年４月１日 

 

 

議案第１３号 

南相馬市水道の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水

道技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例制定

について 

【趣旨】 

学校教育法及び技術士法施行規則の改正に伴い、布設工事監督者及び水道技術管

理者の資格要件が変更となるため、必要な改正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 改正概要 

 （１）専門職大学の前期課程を修了した者を短期大学の卒業者と同等とするための

改正（第３条、第４条関係） 

 （２）技術士第二次試験の上下水道部門選択科目の「水道環境」を「上水道及び工

業用水道」に統合（第３条第１項第８号関係） 

 

２ 施行日 平成３１年４月１日 
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≪補正予算関係≫ 

 

議案第１４号 

 

議案第１５号 

 

議案第１６号 

 

議案第１７号 

 

議案第１８号 

 

議案第１９号 

 

議案第２０号 

 

議案第２１号 

 

 

議案第２２号 

 

議案第２３号 

 

議案第２４号 

 

議案第２５号 

 

議案第２６号 

 

議案第２７号 

 

 

平成３０年度南相馬市一般会計補正予算について 

 

平成３０年度南相馬市国民健康保険特別会計補正予算について 

 

平成３０年度南相馬市介護保険特別会計補正予算について 

 

平成３０年度南相馬市育英資金貸付特別会計補正予算について 

 

平成３０年度南相馬市簡易水道事業特別会計補正予算について 

 

平成３０年度南相馬市介護サービス事業特別会計補正予算について 

 

平成３０年度南相馬市農業集落排水事業特別会計補正予算について 

 

平成３０年度南相馬市工場用地等整備事業特別会計補正予算につい

て 

 

平成３０年度南相馬市太田財産区特別会計補正予算について 

 

平成３０年度南相馬市後期高齢者医療特別会計補正予算について 

 

平成３０年度南相馬市水道事業会計補正予算について 

 

平成３０年度南相馬市病院事業会計補正予算について 

 

平成３０年度南相馬市工業用水道事業会計補正予算について 

 

平成３０年度南相馬市下水道事業会計補正予算について 
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≪当初予算関係≫ 

議案第２８号 

 

議案第２９号 

 

議案第３０号 

 

議案第３１号 

 

議案第３２号 

 

議案第３３号 

 

議案第３４号 

 

 

議案第３５号 

 

議案第３６号 

 

議案第３７号 

 

議案第３８号 

 

議案第３９号 

 

議案第４０号 

 

議案第４１号 

 

議案第４２号 

 

平成３１年度南相馬市一般会計予算について 

 

平成３１年度南相馬市国民健康保険特別会計予算について 

 

平成３１年度南相馬市介護保険特別会計予算について 

 

平成３１年度南相馬市育英資金貸付特別会計予算について 

 

平成３１年度南相馬市簡易水道事業特別会計予算について 

 

平成３１年度南相馬市介護サービス事業特別会計予算について 

 

平成３１年度南相馬市亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計予

算について 

 

平成３１年度南相馬市農業集落排水事業特別会計予算について 

 

平成３１度南相馬市工場用地等整備事業特別会計予算について 

 

平成３１年度南相馬市太田財産区特別会計予算について 

 

平成３１年度南相馬市後期高齢者医療特別会計予算について 

 

平成３１年度南相馬市水道事業会計予算について 

 

平成３１年度南相馬市病院事業会計予算について 

 

平成３１年度南相馬市工業用水道事業会計予算について 

 

平成３１年度南相馬市下水道事業会計予算について 
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≪その他≫ 

議案第４３号 損害賠償の額の決定及び和解について 

【趣旨】 

秘匿情報の漏えいにより損害を与えた相手方に対し、損害賠償の額の賠償及び和

解をするため、地方自治法第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により議会

の議決を求めるものである。 

 

【主な内容】 

１ 損害賠償の額 

NO 損害賠償の額 
内 訳 

28 年度家賃等 29 年度家賃等 30 年度家賃等 

１ 2,309,100 円 791,420 円 791,420 円 726,260 円 

※損害賠償の額は市が負担し、委託業者に請求する。 

 

２ 概要 

   平成２７年１月２２日、平成２７年度個人積算線量測定の申込書・同意書を各

世帯主宛てに送付した際、送付書類の中に記載すべきでない秘匿情報（配偶者間

暴力の被害者の避難先住所）を誤って記載し、配偶者間暴力の加害者（世帯主）

に、配偶者間暴力の被害を受けている家族員（相手方）の避難先住所を送付して

しまい、相手方に精神的苦痛を与えたものである。   

平成２８年第１回南相馬市議会定例会で議決を経て締結した和解書に基づき、

平成２８年度から福島県等が行う借上げ住宅制度の完了時期の平成３０年度まで

の賃料相当額を賠償する。 

損害賠償の額は上記のとおりとし、各当事者とも将来にわたり一切の異議申立

て､請求､争訟等は行わないことで和解する｡ 
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議案第４４号 公の施設に係る指定管理者の指定について 

【趣旨】 

南相馬市パークゴルフ場の指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の

２第６項の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

１ 施設の名称 

南相馬市パークゴルフ場 

２ 指定管理者の住所、名称及び代表者の氏名 

住所 南相馬市原町区本陣前二丁目５１番地  

名称 株式会社 東武 

代表者の氏名 代表取締役社長 中島 照夫 

３ 指定期間 

平成３１年４月１日から平成３３年３月３１日まで 
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議案第４５号 市道路線の認定及び変更について 

【趣旨】 

道路法第８条第２項及び第１０条第３項の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

１ 概要 

  県道改良、民間宅地造成、工業団地造成等に伴い、市道路線の認定及び変更をす

るもの。 

（１）認定 

 原町区  ９路線 Ｌ＝３９４９.９ｍ 

（２）変更 

  原町区  １路線 Ｌ＝△２３０ｍ 

 

【主な内容】 

原町区 

内 容 路 線 名 総延長 幅 員 

認定路線 

大原八木沢線 2012.6ｍ 6.0ｍ～7.8ｍ 

原ノ町駅跨線橋線 130.0ｍ 3.0ｍ～4.0ｍ 

上高平２号線 128.0ｍ 5.0ｍ～17.0ｍ 

上高平上北高平線 221.2ｍ 5.0ｍ～20.0ｍ 

大木戸１１号線 114.7ｍ 6.0ｍ 

上町線 247.7ｍ 6.0ｍ 

雫１５号線 156.7ｍ 9.5ｍ～12.6ｍ 

下太田工業団地２号線 488.0ｍ 12.0ｍ 

下太田工業団地３号線 451.0ｍ 8.5ｍ～9.5ｍ 

変更路線 
変更前 

萱浜雫線 
3664.1ｍ 5.3ｍ～14.1ｍ 

変更後 3434.1ｍ 5.3ｍ～14.1ｍ 
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報告第１号 専決処分の報告について 

【趣旨】 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告するもの。 

 

【専決第１号 損害賠償の額の決定及び和解について 平成３１年２月７日専決】 

【専決第２号 損害賠償の額の決定及び和解について 平成３１年２月７日専決】 

 

１ 損害賠償の額 

NO 損害賠償の額 
内 訳 

28 年度家賃等 29 年度家賃等 30 年度家賃等 

１ 367,200 円 136,800 円 94,800 円 135,600 円 

２ 114,174 円 38,058 円 38,058 円 38,058 円 

※損害賠償の額は市が負担し、委託業者に請求する。 

※NO２は浄化槽管理費 

 

２ 損害賠償の理由及び和解の内容 

平成２７年１月２２日、平成２７年度個人積算線量測定の申込書・同意書を各

世帯主宛てに送付した際、送付書類の中に記載すべきでない秘匿情報（配偶者間

暴力の被害者の避難先住所）を誤って記載し、配偶者間暴力の加害者（世帯主）

に、配偶者間暴力の被害を受けている家族員（相手方）の避難先住所を送付して

しまい、相手方に精神的苦痛を与えたものである。 

平成２８年第１回南相馬市議会定例会で議決を経て締結した和解書に基づき、

平成２８年度から福島県等が行う借上げ住宅制度の完了時期の平成３０年度まで

の賃料相当額を賠償する。 

損害賠償の額は上記のとおりとし、各当事者とも将来にわたり一切の異議申立

て､請求､争訟等は行わないことで和解する｡ 
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【専決第３号 工事請負変更契約の締結について 平成３１年２月１４日専決】 

１ 専決処分の理由 

平成２９年第３回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契

約内容の一部に変更が生じたため、平成３１年２月１４日付けで専決処分したも

の。 

 

２ 変更契約の内容 

契 約 の 目 的 下太田工業団地造成事業（第２期）工事 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市原町区青葉町一丁目１番地 

庄司建設工業株式会社 

施 工 場 所 南相馬市原町区下太田字川内迫地内外 

契
約
金
額 

変更前 ５９４，０００，０００円 

変更後 ５９６，２７４，４８０円 

増額する額 ２，２７４，４８０円 

 

○主な変更内容 

 項  目 内  容 

⑴ 
構造物撤去

工の変更 

造成用地内の地中構造物（排水管等）が、推定していた構造よ

り大きかったことから、撤去費用を増額するもの。 

 

構造物の撤去量１０７．７㎥増 

【変更前  ６７．６㎥】→【変更後 １７５．３㎥】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


